予算要求資料
令和２年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：スポーツ振興対策費　
	事業名　ホストタウン・スポーツ交流促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　 　　　　　　　　　　　　　　　　清流の国推進部 地域スポーツ課 スポーツ交流係 電話番号：058-272-1111（内2948）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11172@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　68,155千円   （前年度予算額：　10,537千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産
収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	10,537
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,537

	要求額
	68,155
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	68,155

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・2020東京オリンピック・パラリンピックに向け、自治体と2020年東京オ
リンピック・パラリンピック参加国との国際交流を図るホストタウン構想　　

を着実に進めると平成27年６月の「経済財政運営と改革の基本方針2015」
にて閣議決定された。
 ・以降、県有施設における事前合宿誘致・ホストタウン交流の実現に向けた活動を進め、平成27年度に、県・高山市・下呂市の共同で飛騨御嶽高原高地トレーニングエリアにおける英国・仏国陸上チームの合宿誘致・ホストタウン登録、岐阜メモリアルセンターにおけるカナダのオリ・パラ陸上チームの合宿誘致・ホストタウン登録に至っている。
・また、飛騨御嶽高原高地トレーニングエリア以外の県有施設でも事前合宿を前提としたホストタウン交流の実現を目指しており、今後もオリ・パラ参加国の合宿を誘致・ホストタウン交流の実現のための活動を継続する。

（２）事業内容

　・事前合宿受け入れ事業
　・ホストタウン交流事業
　・県内自治体連携事業
（３）県負担・補助率の考え方

　・「清流の国ぎふ2020プロジェクト」に基づき、県内への積極的な誘致活動の実現により県内地域経済の活性化を図るため、県費負担とする。（合宿誘致にかかる経費は特別交付税の財政措置対象）　
＊特別交付税…対象経費の１／２

（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	747
	事前調整

	消耗品費
	776
	事務消耗品

	対外交流費
	600
	懇談会経費

	会議費
	7
	連携会議

	委託料
	58,094
	事前合宿受入れ等

	使用料
	7,931
	施設使用料等

	合計
	68,155
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担

　　・平成25年11月に発足した「清流の国ぎふ2020プロジェクト推進本部」
による推進プロジェクトに基づく事業であるとともに、平成２７年６月の
「経済財政運営と改革の基本方針2015」にて、推進するものと閣議決
定されたものであるため、事業を継続する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　2020年東京オリンピック・パラリンピック後も、海外トップアスリートと地域との交流が継続するよう、海外トップアスリートの合宿を積極的に誘致する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	交流件数（累計）
	0回
（H27）
	3回
（H29）
	1回

（H30）
	8回
（R1）
	7回
（R2）
	114％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・令和元年5月、IAAF世界リレー2019横浜大会の事前合宿のためメモリアルセンターを使用。滞在中カナダ選手団コーチらによる学校訪問や陸上教室を実施。（４回の交流）
・令和元年7月、2019ジャパンパラ陸上競技大会への出場選手が、特別支援学校・中学校を訪問。（３回の交流）
・令和元年7月、飛騨御嶽高原高地トレーニングエリアで合宿したパラサイクリングの選手・監督が中学校を訪問。（１回の交流）
・その他、グリーンスタジアムでオランダチーム視察（9月）、川辺漕艇場にてポーランド及びロシア代表チームの視察（4月）を受入。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

２０２０年東京オリンピック・パラリンピック事前合宿が決まっている国の選手が本県で合宿した際には、積極的に県民との交流活動や円滑な事前合宿実施に向けた支援を実施した。２０２０年の事前合宿に向け、本県の施設優位性や交流による本県おもてなしをＰＲした。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	「清流の国ぎふ2020プロジェクト」に基づいた取組及び、「経済財政運営と改革の基本方針2015」で推進するものと閣議決定されたであり、2020年東京オリンピック・パラリンピック・さらに2020以降に向けた交流人口の拡大などによる地域経済活性化及び国際交流に向けて、海外トップアスリートの合宿誘致活動を展開する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　前年度は、本県での合宿事例があったため、合宿チームの理解を得て、少ない合宿日程の中、学校訪問を中心とした県民との交流を多く実施できた。これらの交流によりホストタウン事業の認知度が徐々に上がってきている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　事前合宿の情報が、直前に提供されることが多いが、受入れに関する関係者間の連携をしっかり取ることで、適切な合宿受入れ、その上での地域との交流活動が行われている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　相手国代表チームが多忙であることや文化の違いから、緊密な連絡体制を構築することが難しく、合宿直前での受入れ調整となることが多い。2020年の東京オリ・パラの事前合宿や交流活動に向け、これまで以上に、相手国と関係を築き、前もった連絡・調整体制を築く必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　「清流の国ぎふ2020プロジェクト」に基づいた取組であるとともに、「経済財政運営と改革の基本方針2015」で閣議決定された推進するものであり、地域への波及も期待できるため、今後も事業を継続する。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	－

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	－


